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【要旨】 

直轄管理区間の堤防では、各種指針に基づいて浸透安全性・耐震性の照査が実施されており、安全性の不足す

る区間が相当程度存在することが明らかになりつつある。また、2011 年東北地方太平洋沖地震では、堤体が液状

化して大変形する現象が多く確認された。本研究は、堤防の質的向上に迅速かつ効率的に対応するため、浸透対

策のコストダウンや効果的な地震対策、洪水と地震の対策を両立させる複合対策について提案することを目的と

している。平成 24 年度は、平成 23 年度に引き続き、浸透対策の現地モニタリングと、洪水時の揚圧力対策と堤

体の液状化対策について模型実験を実施した。その結果、姶良川における現地モニタリングからドレーン工と川

表遮水シートの併用した対策実施箇所及びドレーン工の対策実施箇所において、堤体内水位低下効果が確認でき

た。また、河川堤防の揚圧力対策に関する遠心模型実験により、対策工の種類によって、水圧低減効果と，効果

を発揮しうる外水位の高さが異なることを定量的に把握することができた。さらに堤体の液状化対策工法に関す

る動的遠心実験を実施し、対策工の種類と規模、組合せに応じた効果を天端沈下量とのり面に生じたクラックに

着目し整理した。 

キーワード：河川堤防、堤体液状化、液状化対策、動的遠心模型実験、浸透対策、2011 年東北地方太平洋沖地震 

 

 

1．はじめに 

直轄管理区間の堤防では、平成14年の「河川堤防設計

指針」に基づいて詳細点検を実施した結果、点検対象区

間約 11,000km のうち約３割の区間で浸透安全性が不足

していることが明らかになった。また、平成19年以降「河

川構造物の耐震性能照査指針（案）」に基づいて耐震性能

の照査が進められており、平成24年2月に改訂された内

容も含めて耐震性が不足する区間が明らかになりつつあ

る。また、2011年東北地方太平洋沖地震では、これまで

主に検討してきた基礎地盤の液状化による被害とともに、

堤体自体が液状化して大変形する現象が多く確認された。

「河川堤防耐震対策緊急検討委員会」においても、堤体

の液状化対策の効果の定量的な把握とそれを反映した設

計法の高度化が急がれると指摘されている。本研究は、

堤防の質的向上に迅速かつ効率的に対応するため、浸透

対策のコストダウンや効果的な地震対策、洪水と地震の

対策を両立させる複合対策について提案することを目的

としている。平成24年度は、平成23年度に引き続き、

浸透対策の現地モニタリングと、洪水時の揚圧力対策と

堤体の液状化対策について模型実験によりその効果を検

証した。 

 

2．堤防の浸透対策に関する検討 

2．1  堤防の浸透対策に関する現地モニタリング 

2.1.1  検討方法 

平成24年度は、平成23年度 1)に引き続き、浸透対策

を実施した箇所において、現地モニタリングを実施した。 

現地モニタリングは、九州地方整備局管内の筑後川水

系城原川左岸6.4k付近（佐賀県神埼市）および肝属川水

系姶良川左岸5.4k付近（鹿児島県鹿屋市）において実施

した。モニタリング箇所の平面図、地質縦断図および断

面図を図-2.1、図-2.2にそれぞれ示す。城原川のモニタ

ング箇所では、平成21年7月26日に計画高水位を超過

する洪水により川裏のり面のすべり破壊が生じ、応急復

旧工事として、川表遮水工法と表のり面被覆工法の併用

工法が実施された。また、平成23年3月に裏のり尻にド

レーン工も設置されている。城原川堤防は、厚く堆積し

た有明粘性土の基礎地盤の上に、中生代の花崗岩が風化

したマサ土（bs1の透水係数 ks=7.0E-4m/s、bs2の透水係

数 ks=5.0E-5m/s）で構成されている。観測は、平成 21

年 10 月から筑後川河川事務所が実施しており、平成 24

年3月末時点も継続中である。堤体内水位の観測頻度は
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１時間に１回としている。加えて、平成22年10月から

は土木研究所がモニタリング箇所周辺に河川水位観測用

の水位計、モニタリング箇所内に降雨観測用の雨量計を

設置しており、観測をしている。 

 姶良川堤防のモニタング箇所では、平成20年度末に、

ドレーン工法もしくはドレーン工法と表のり面被覆工法

（遮水シート）の併用による質的整備が実施された。姶

良川堤防は、砂層の基礎地盤の上に地域特有の火砕流堆

積物であるシラスを含む砂質土（透水係数 ks=7.0E-5m/s）

で構成されている。姶良川における観測孔の設置、デー

タ観測は土木研究所が実施した。観測は平成21年8月か

ら実施しており、平成24年3月末時点も継続中である。

堤体内水位の観測頻度は、6月～10月の出水期は2分に

1回、それ以外の時期は5分に1回としている。加えて、

モニタリング箇所における河川水位と、降雨量も観測し

ている。 

 

2.1.2  モニタリング結果 

 城原川については、平成23年度の出水において、浸透

対策の効果を確認している。平成24年度は、平成23年

度を超える出水がなかった。 

姶良川においては、平成21年8月の観測開始以降で、

平成24年6月の出水において、モニタリング期間中に最

も河川水位が上昇した。図-2.3 に、この出水のあった 6

 
(a)モニタリング箇所平面図 

 
(b) モニタリング箇所縦断図（天端川裏肩） 

(c) モニタリング箇所横断図（左岸5.4k+60m） 

図-2.2 姶良川の現地モニタリング 

(a)モニタリング箇所平面図 

 

(b) モニタリング箇所縦断図（天端川裏肩） 

 

(c) モニタリング箇所横断図（左岸6.4k-14m） 

図-2.1 城原川の現地モニタリング 

 

図-2.3 姶良川の観測結果 

‘to: 天端川表側 

‘tu: 天端川裏側 

‘un: のり面川裏側 
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月27日から30日の観測結果を示す。当該洪水は、河川

のピーク水位がT.P.+16.0m程度で、高水敷および堤内地

盤高をやや超過するまで河川水位が上昇した。一時的に

時間30mm程度の降雨があったことから、のり面やドレ

ーン内の水位が見られたが、堤防の安全性には影響のな

い範囲であった。 

なお、図-2.4 よると、ドレーン工＋川表遮水シートに

よる対策工を実施した区間の堤体内水位（天端裏法肩）

は、無対策区間より 0.8m 程度低い水位となっていた。

また、ドレーン工のみによる対策工を実施した区間の堤

体内水位（天端裏法肩）は、無対策区間より 0.3m 程度

低い水位を示しており、堤防の浸透対策工の効果が確認

された。 

 

2.1.3  まとめ 

 九州地方整備局管内の城原川と姶良川において、浸透

対策を実施した箇所を対象に、堤体内水位の現地モニタ

リングを実施した。その結果、姶良川においては、ドレ

ーン工と川表遮水シートの併用した対策実施箇所及び、

ドレーン工の対策実施箇所において、堤体内水位低下効

果が確認できた。なお、城原川においては、平成24年度

には大きな出水がなかったが、平成23年度の出水により

浸透対策の効果が確認できている。 

 

2．2  堤防の盤ぶくれ対策に関する模型実験 

2.2.1  対象とする盤ぶくれ対策工 

 本研究で対象とした盤ぶくれ対策工は，河川堤防の川裏

側の地盤が薄い難透水性の被覆土層で覆われ、その下に透

水性の高い砂礫層が川表から川裏に連続している箇所に

おいて、被覆土層を貫通する形で対策工を施工し，洪水時

に透水層の水を穏やかに抜くことにより被覆土層下面に

作用する揚圧力を低減することを期待する工法2)である． 

盤膨れの発生メカニズムを表-2.1に示す。洪水によって

河川水位が上昇するにつれ、堤防付近の透水層内の飽和度

が増加する（フェーズ1）．ついには被覆土層下面に水面

が接し、被覆土層を押し上げようとする圧力が被覆土層に

作用し始める。透水層の川裏側が閉塞されている（行き止

まり地盤の）場合には透水層内の水位も上がりやすく、よ

り高い水圧が作用する。完全に閉塞されている場合には河

川水位と同じ水圧が被覆土層下面に作用する。したがって、

平常時から地下水位の高い集水地形や行止り地盤は盤ぶ

くれが生じやすいと考えられる。被覆土層下面の水圧が小

さい段階では，被覆土層の自重等により膨れ上がらない

（フェーズ2）．その後，さらなる河川水位の上昇により

被覆土層下面の水圧が増加すると，被覆土層が膨れ上がり

始める（フェーズ3）．その後は，被覆土層と透水層の間

 

(a) 無対策の断面 

 

(b) ドレーン設置断面 

 

(c) ドレーン＋川表遮水シート設置断面 

図-2.4 出水時の堤体内水位（姶良川 5.4k+60m） 

表-2.1  盤膨れの発生メカニズム 

ﾌｪｰｽﾞ 横断形状
被覆土層

下面
の水圧

被覆土層
表面

の変位

1 殆どなし なし

2
河川水位
に追随し

増加

殆ど
変化なし

3
殆ど

変化なし

河川水位
に追随し

増加

4 開放
開放とと
もに低減

P

P

P
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に水や土粒子が入り込み，被覆土層の変形が顕著になる．

最終的には，被覆土層が破れて，圧力開放とともに漏水や

噴砂が発生し，断面の欠損につながる（フェーズ4）．こ

こでの揚圧力対策工は，透水層の水を穏やかに抜くことに

より、洪水時に被覆土層下面に生じる揚圧力を芸玄するこ

とにより表-2.1のフェーズ3に至る河川水位外力を高める

効果を期待するものである．このため、図-2.5に示す透水

トレンチ工法以外にも、液状化対策工として用いられる排

水機能付き鋼矢板の実験も行った。排水機能付矢板は、排

水部材の断面積が透水トレンチに比較し圧倒的に小さい

工法の代表として取り上げたものである。このような小さ

な断面しかない対策工を実用化するに当っては、そもそも

十分な効果が得られるのか、小さな断面で処理できないほ

どの水が集まったときにどのような現象が起き得るのか

について十分な検討を実施しておく必要がある。 

 

2.3.2  実験方法 

実験は土木研究所の大型動的遠心力載荷試験装置によ

り行った．模型スケールで幅 1,500mm, 奥行き 300mm, 

高さ 500mm の大型土槽の中に基礎地盤，堤防および対

策工等の模型を作製し，50Gの遠心加速度を与えた状態

で洪水時の盤膨れに関する浸透実験を行った．なお, 以

降に示す数値は, 特に断らない限り全て実物スケールに

換算した数値として表すこととする． 

実験は無対策を1ケース，対策（透水トレンチ，排水機

能付き矢板）を2ケースの計3ケース行った．模型の形状は

対策工部分が変化する以外は無対策も含めて，全ケースで

同一とした．堤防高は10mの大堤防を模擬し，被覆土層の

厚さは2mとした．変位計は天端のり肩1点と堤内地側に

5m間隔に6点の計7点設置した．間隙水圧計は被覆土層下

面の直下と5m以深および壁付近に計28点設置した．なお，

間隙流体には水を使用した． 

ケース1（無対策ケース）の横断形状および平面形状を

図-2.6，図-2.7に示す．基礎地盤は透水層の上に薄い難透

水性の被覆土層が堆積する盤膨れが生じやすい土層構成

とした．ケース2（透水トレンチケース）およびケース3

（排水機能付き矢板ケース）の横断形状を図-2.8に示す．

排水部材の設置間隔は，VL型相当の矢板を想定して1ｍに

1箇所とした． 

実験前に給水タンクの水位を被覆土層上面で固定し，

被覆土層を含む基礎地盤全体を飽和させ，初期条件とし

た（以降の水位は，被覆土層の表面位置を0として表現

する）．基礎地盤の飽和後には，土槽を大型動的遠心力

載荷試験装置に搭載して50Gの遠心加速度を与えた状態

で給水タンクの水位を上昇させた．堤内地側に溜まった

浸出水は排水タンクへ流下させ，堤内地盤上の水位を地

表面に固定した．実験の水位上昇時には，地盤の変形状

態を備え付けカメラで目視確認するとともに水位上昇時

の間隙水圧，変位を計測した． 

 

 

図-2.5 透水トレンチ工法の横断形状 

 

図-2.6 ケース1（無対策）の横断形状 

 
図-2.7  ケース1（無対策）の平面形状 

 

図-2.8 透水トレンチ,排水機能付き矢板の横断形状 
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図-2.9 外水位2m時点の各ケースの水圧・変位の関係 
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2.3.3  実験結果 

外水位が2mのときののり尻からの距離と水圧・変位の

関係を図-2.9に示す．3ケースとも変位は殆ど生じていな

い．無対策のケースでは，堤防から離れるに従って徐々に

水圧が小さくなっている．一方，対策工を施したケースに

ついては，対策工を設置したのり尻位置の水圧が最も小さ

くなり、無対策の水圧と比較して，58%(透水トレンチ)，

69%（排水機能付き矢板）となっている． 
 

 次に，外水位が4mのときの水圧・変位の関係を図-2.10

に示す．無対策の変位が顕著である。これに対して，対策

工を施したケースの変位量は3mm以下に収まっている．

透水トレンチのケースでは，のり尻位置における水圧を無

対策と比較するすると59%になっているのに対し、排水機

能付き矢板のケースでは83%であり、水圧低減効果が確認

できるものの，効果は相対的に小さい。 

 さらに水位が上昇した，外水位7mに対するのり尻から

の距離と水圧・変位の関係を図-2.11に示す．変位量は，

無対策が最大16.6cm、排水機能付き矢板のケースが7.5cm

に達している．透水トレンチのケースでも変位量は最大

1.8cmであり，膨らみつつある状況が確認できる．この時

点で対策工による水圧低減効果はほとんど確認できない。 

 外水位と盤ぶくれにより最も変位量が大きい位置にお

ける被覆土層下面の水圧の関係を図-2.12に示す。勾配は

透水トレンチが最も緩く，無対策が最も急である．対策工

を施した場合に勾配が緩くなるのは，対策工から水が抜け

ることで，水圧が上がりにくくなるためと考えられ、排水

能力が大きく基礎地盤から地上へ抜ける水の量が多い対

策工ほど，水圧を軽減していると考えられる．どのケース

も水圧が19kPa以下の範囲では，外水位に対して直線的に

変化している．これは、透水トレンチ位は外水位5.3mまで、

排水機能付き矢板は4.2mまでのように、対策工によって効

果を発揮できる外水位の高さが異なると言うこともでき

る。一方，水圧が約19kPaを上回ると折れ点が生じ，その

後，勾配が緩やかになっている．この折れ点は被覆土層が
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膨らみ出す水圧と対応している．図-2.13にのり尻から

10m離れた位置における被覆土層下面の水圧と変位の関

係を示す．水圧が19kPa以下の範囲では変位が小さいが，

19kPaを上回ると変位が急上昇している．これは，図-2.12

の勾配の折れ点と同様の傾向である．河川堤防の基礎地盤

の盤膨れに対する安全性は，河川堤防の構造検討の手引き
3)に示される被覆土層の重量と被覆土層底面に作用する揚

圧力の比によって照査されている．被覆土層であるカオリ

ン粘土の自重は概ね13kN/m2であることから、本実験では，

自重の約1.5倍の19kPaで地表面に膨らみが生じている． 

 

2.3.4  まとめ 

 河川堤防の揚圧力対策として河川堤防ののり尻付近に

対策工を設置した遠心模型実験を行い, 水圧低減効果を

検証した．その結果、対策工の種類によって、水圧低減効

果と，効果を発揮しうる外水位の高さが異なることを定量

的に把握することができた。  

いずれのケースでも被覆土層の重量の約1.5倍に相当す

る水圧約19kPaが被覆土層下面に作用した時点で盤ぶくれ

が生じた。この水圧が作用する外水位の高さは対策工の有

無と対策工の種類（対策工の排水能力）によって異なる。 

地盤の条件や堤防の高さに応じて、排水部材の断面を設

定するような設計も考えられるが、本実験では、処理でき

ないほどの水が対策工に集まった場合に生じうる現象を

十分に確認できたとは言えないため、引き続き検討を実施

していく予定である。 

 

3．堤体の液状化対策工法に関する検討 

3．1  検討概要 

平成 23 年東北地方太平洋沖地震では河川堤防に甚大

な被害が生じたが、その多くは基礎地盤の液状化と堤体

の液状化が原因と考えられている 4), 5)。堤体の液状化は、

a)軟弱粘性土地盤上に砂質土で築かれた堤体において、

b)堤体荷重によって軟弱粘土地盤が下に凸の形状で圧密

沈下し、c)軟弱粘土地盤にめり込んだ堤体底部が地下水

位以下となって飽和状態にある、などの条件が揃った堤

体で生じるのが典型的なパターンである。堤体の液状化

のメカニズムや被災箇所の傾向する知見等 5)は蓄積され

始めているが、その対策技術については未だ確立されて

いない。 

堤体液状化対策に関する検討として、平成23年度に動

的遠心模型実験を実施した結果、粘土地盤のせん断強度

が不足し過大な変形が生じたことや、堤体内水位が統一

できていないことなど、実験上の課題が残されており、

対策効果について十分な検討ができていない。そこで、

平成24年度は実験条件の見直しを行うとともに、新たな

対策工として護岸工を追加して動的遠心模型実験を実施

し、堤体の液状化対策工法の対策効果についてより定量

的な検討を実施した。 

 

3．2  対象とする堤体の液状化対策工法 

堤体の液状化が生じた場合、堤体底部が側方へ流動し、

両のり尻がはらみ出した結果として天端が沈下するのが

典型的な被災形態である。堤体の液状化被害を低減する

手法には、液状化の発生を抑制する手法と、液状化の発

生は許容するものの堤体の変形を抑制する手法に大別で

きる。 

前者については液状化発生箇所が堤体底部であること

から、既存堤体への適用には技術的、経済的制約が大き

い。一方、後者に関しては、のり尻の安定化に主眼をお

くことで、比較的小規模な工事により対策を施せる可能

性がある。例えば、林ら 7)は両のり尻にふとん籠を設置

することにより一定の天端沈下抑制効果があることを遠

心模型実験で確認した。ふとん籠はのり尻の安定化のみ

ならずふとん籠付近の過剰間隙水圧の消散といった効果

も併せて期待できるが、川表側に設置すると洪水時にお

ける河川水の堤体への浸透を助長する恐れがある。 

以上を考慮し、平成23年度には、裏のり尻にドレーン

工、表のり尻に押え盛土を施すことによる対策効果につ

いて模型実験を用いて検討した。しかしながら、一部の

実験ケースにおいては実被害では確認されていないほど

粘土地盤が大きく変形するなど、実験上の課題が明らか

となり、対策工の効果を正確に評価できていない可能性

がある。そこで今年度は、実験上の課題の解決を図ると

ともに、昨年度の対策工法を踏襲し裏のり尻対策として

ドレーン工、表のり尻対策として押え盛土工を改めて検

討対象とした。さらに、表のりの対策工として護岸工を

新たに追加した。なお、ここで示した対策工は、平成23

年東北地方太平洋沖地震において、堤体の変形に対して

効果があった可能性が確認されたものである 6)、9)。 

 

3．3  実験方法 

3．3．1  実験一覧 

実験ケース一覧を表-3.1に示す。なお、Case 7、8、9

は平成23年度実施分 8)である。 

無対策としてCase 8および17、対策工のケースとして

は押え盛土工とドレーン工を施したCase 7、9および14、

護岸工とドレーン工を施したCase 18 の計6ケースであ
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る。実験は全て遠心加速度50 Gで実施し、以降で示す数

値は、特記しない限り実物スケールに換算した値である。

また、ここで示している堤防高さHは、加振直前におけ

る天端とのり尻の比高である。 

 

3．3．2  模型作製 

Case14、17、18の実験模型の概要を図-3.1に示す。な

お、Case 7、8、9の模型概要および作製手法の詳細に関

しては、既往報告 8)を参照されたい。 

粘土地盤にはスミクレーを用い、土槽内で40 kPaの圧

力で予圧密を行った。堤体下部のめり込み沈下を表現す

るため、堤体直下の粘土地盤を下に凸の弧状に掘削した

後、その上に堤体を作製した。堤体は江戸崎砂と東北硅

砂特8号を乾燥重量比1:1の比率で混合した材料を用い、

締固め度はDc=82%である。 

本来、堤体底部のめり込み沈下は堤体荷重による粘土

地盤の圧密の影響によるものが多いと考えられる。しか

しながら、実験模型の寸法に制約がある中、実事例で確

認されたようなめり込み沈下を圧密のみで再現しようと

すると、粘土地盤のせん断強度が不足し、一方で、粘土

地盤にせん断強度の大きな材料を用いると圧密量が小さ

くなるという問題がある。東日本大震災で天端沈下が生

じた箇所程度の飽和層厚（飽和層厚Hsat≧1.0m）6)を再現

することを目標に、Case 7、8、9ではカオリン粘土を用

いて先行圧密圧力60kPa、堤体直下の掘削深さを0.5mと

して模型を作製したが、一部の実験ケースにおいては粘

土地盤の強度不足が確認された（表-3.1、Case 9）。そこ

で、Case14、17、18においては、カオリン粘土よりも強

度増加率の大きいスミクレーを使用することとしたが、

カオリン粘土よりも圧密量が減少することが想定された

ことから、堤体直下の掘削深さを1.0mとした。ただし、

事前に掘削した後に堤体を作製していることで、堤体荷

重による圧密沈下過程で堤体内に生じると見られる応力

緩和 10)の程度が小さくなっている可能性がある。 

次に、対策工の模型について述べる。ドレーン工は砕

石7号を金網で包んだ模型で模擬し、堤体のり尻部分を

掘削した後、その下部が液状化しないよう硅砂3号で置

き換えた上に設置した。寸法は幅5 m、高さ1 mのもの

と幅4 m、高さ1 mのものの2種類を採用し、それぞれ

ドレーン工A、ドレーン工Bと称する。押え盛土は硅砂

3 号を用いて軽く締固めることで作製し、幅 5 m、高さ

2.5 mの押さえ盛土Aと幅3 m、高さ2.5 mの押え盛土B

を検討した。護岸工については厚さ12.5 cm、幅25 cm程

度のコンクリート製の護岸ブロックを想定したアルミ板

（模型スケールで厚さ2.5 mm、幅5 mm、47枚）を、粘

土地盤中（のり尻から1.2 m、地表面から0.5 mの箇所）

に埋め込んだ護岸基礎からのり肩まで隙間なく配置した。

なお、護岸基礎上部の粘土地盤は加振前に埋め戻した。

作業性の観点から法肩から30枚のアルミ板は10枚ずつ

釣り糸で緩く結んだが、護岸基礎から17枚については連

結していない。 

 

3．3．3 ．実験手順 

本報告で検討対象とする実験ケースでは、堤体下部飽

和域における間隙流体として水の 50 倍の粘性を有する

メトローズ水溶液を使用した。メトローズ水溶液を用い

て、重力場で堤体底部の飽和を行った後、遠心加速度を

表-3.1 実験ケースの一覧 
 

表のり対策工 裏のり対策工 堤防高さ
H 

Case 8 なし なし 4.03 m
Case 7 押え盛土工A ドレーン工A 3.96 m
Case 9 押え盛土工B ドレーン工B 3.79 m
Case 17 なし なし 4.84 m
Case 14 押え盛土工B ドレーン工B 4.84 m
Case 18 護岸工 ドレーン工B 4.73 m 1.
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図-3.1 堤体模型の概要 
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0.1 G/minの割合で50 Gまで上昇させた。 

Case 7、8、9では、遠心加速度を50G、メトローズ水

位を G.L.+1.8m に保って堤体荷重による粘土地盤の圧密

を実施した。圧密完了後に、堤体両側のメトローズ水溶

液を土槽外に排水し、堤体内水位が所定の高さになった

時点で加振を行うこととした。しかし、この手法では排

水による有効上載圧の増加に伴う粘土地盤の圧密に十分

な時間をとることができず、圧密が不十分なまま加振を

行うことになるため、粘土地盤のせん断強度を低下させ

る可能性がある。また、堤体内の水位をケース毎に揃え

ることが難しく、結果的に飽和層厚の条件を一定に揃え

ることができない。 

そこで、Case14、17、18においては、遠心加速度を50G、

メトローズ水位をG.L.+1.0 mに保って堤体荷重による粘

土地盤の圧密を行い、堤体両側の水位を地表面まで下げ

た後、堤体内の水位が定常状態となるまで観察を行った。

同時に、有効上載圧の増加に伴う粘土地盤の圧密が収ま

っていることも確認し、加振を行った。 

入力地震動は、道路橋示方書に示される地表面での動

的解析用波形のうちL2タイプ I地震動・II種地盤の波形 

(板島橋) とし、土槽底面からの入力にあたり、下方への

逸散減衰の影響等を勘案して振幅を0.7倍に調整した。 

 

3.4  実験結果 

加振直前における天端直下の飽和層厚 Hsatと加振後の

平均天端沈下量を表-3.2に示す。また、加振前後におけ

る模型側面部のスケッチを図-3.2に、天端の写真を写真

-3.1に示す。さらに、Hで正規化したとSの関係を図-3.3

に示す。 

無対策のCase 17 は、堤体底部の飽和層が側方に流動

しており、両のり尻がはらみ出すとともに天端に縦断ク

ラックが生じ、天端が沈下している（図-3.2、写真-3.1）。

同じく無対策のCase 8はCase 17と比較してS / Hが大き

いが（図-3.3）、これは Case 8 ののり尻付近の飽和層厚

が中央付近より厚くなっており 7)、のり尻が変形し易い

表-3.2 表飽和層厚と天端沈下量の関係 
飽 和 層 厚
Hsat 

平均天端沈下S

Case 8* 1.02 m 1.08 m 
Case 7 1.75 m 0.50 m 
Case 9** 2.20 m 1.28 m 
Case 17 1.35 m 0.75 m 
Case 14 1.34 m 0.65 m 
Case 18 1.48 m 0.68 m 

*加振直前の法尻の堤体内水位が高い．

**加振時に粘土地盤が大きく変形．

川裏川表 Case 17
堤体（江戸崎砂
＋硅砂特8号)

粘土地盤（スミクレー，先行圧密40kPa)

7.5m7.5m 10m 10m5.0m

7
.5

m

掘削1.0m

排水タンク

排水タンク

砕石7号

 加振前　　
 標　点
 メッシュ

 加振後
 標　点
 メッシュ

凡例（他ケースも同じ）

川表 川裏 Case 7

堤体（江戸崎砂＋硅砂特8号)

粘土地盤（カオリン，先行圧密60kPa)

7.5m7.5m 10m 10m5.0m

7
.5

m

5.0m

掘削0.5m

2.5m

排水タンク
排水タンク

硅砂7号（Dr=90%）

置換え土
（硅砂3号）

ドレーン工A
（5m×1m）

押え盛土工A

川表 川裏 Case 14

堤体（江戸崎砂＋硅砂特8号)

粘土地盤（スミクレー，先行圧密40kPa)

7.5m7.5m 10m 10m5.0m

7
.5

m

3.0m

掘削1.0m

2.5m

排水タンク

排水タンク

硅砂7号（Dr=90%）

置換え
（硅砂3号）

ドレーン工B
（4m×1m）

押え盛土工B

川表 川裏 Case 18

護岸基礎
堤体（江戸崎砂
＋硅砂特8号)

粘土地盤（スミクレー，先行圧密40kPa)

7.5m7.5m 10m 10m5.0m

7
.5

m

掘削1.0m

排水タンク

排水タンク

砕石7号

置換え
（硅砂3号）

ドレーン工B
（4m×1m）

護岸工
護岸ブロックの
連結無し

図-3.2 加振前後の観察結果 

Case 7
押え盛土A

Case 14
押え盛土B

Case 17
無対策

Case 18
護岸工

ドレーン工A

ドレーン工B

ドレーン工B

写真-3.1 加振後の天端状況 
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状態にあったことが影響している可能性がある。したが

って、ここではCase 17 を無対策の基本ケースとして検

討する。 

押え盛土を用いたCase 7、14では、のり尻の変形を抑

制することで天端沈下量が抑制されており（図-3.2）、S / 

Hは無対策のCase 17に対してCase 7で約18 %、Case 14

で約12 %減少している（図-3.3）。天端ではCase 7、14

いずれも縦断クラックが生じたが、Case 7はその数が少

ない（写真-3.1）。Case 14、17に比べて、Case 7はHsat / H

が大きく、液状化に伴う変形が生じ易かったことを考慮

しても、押え盛土Aは天端沈下とクラックの抑制に寄与

したものと考えられる。また、押え盛土Bは天端沈下の

抑制に対しては一定の効果があったが、クラックの生じ

方については無対策のCase 17と同程度であった。 

表のり面に護岸工を設置したCase 18 では、堤体底部

は川裏側よりも川表側への流動が顕著であり、表のり尻

付近では連結されていない護岸工が崩壊した（図-3.2）。

さらに、天端には著しい縦断クラックが生じていること

から（写真-3.1）、今回用いたような連結していない護岸

工モデルには変形抑制効果は確認できなかった。Case 18

のS / HはCase 17に対して約7 %減少しているが（図

-3.3）、これは川裏側におけるドレーン工ののり尻変形抑

制効果に起因している可能性が高い。 

 

3.5  まとめ 

堤体の液状化対策工法に関する動的遠心実験を実施し、

対策効果の検討を行った。実験に際しては、平成23年度

の実験で明らかとなった実験上の課題を克服するととも

に、新たに護岸工を検討対象に加えた。 

その結果、大規模な押え盛土とドレーン工を組み合わ

せた場合、天端の沈下とクラックが減少した。また、規

模を縮小した押え盛土や護岸工でもドレーン工を組み合

わせることで天端沈下量の減少が見られたが、クラック

については無対策とあまり変化が見られなかった。さら

に、各対策ケースの平均天端沈下量について、無対策ケ

ースとの比較を行うと、大規模な押え盛土とドレーン工

を組み合わせた場合は約18%、規模を縮小した押え盛土

とドレーン工を組み合わせた場合は約14%、連接してい

ない護岸工とドレーン工を組み合わせた場合は約 7%減

少することが確認された。 

 

4．まとめ 

 平成24年度は、平成23年度に引き続き、浸透対策の

現地モニタリングと、洪水時の揚圧力対策と堤体の液状

化対策について模型実験を実施した。その結果、姶良川

における現地モニタリングからドレーン工と川表遮水シ

ートの併用した対策実施箇所及びドレーン工の対策実施

箇所において、堤体内水位低下効果が確認できた。また、

河川堤防の揚圧力対策に関する遠心模型実験により、対

策工の種類によって、水圧低減効果と，効果を発揮しう

る外水位の高さが異なることを定量的に把握することが

できた。さらに堤体の液状化対策工法に関する動的遠心

実験を実施し、対策工の種類と規模、組合せに応じた効

果を天端沈下量とのり面に生じたクラックに着目し整理

した。 
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Abstract ：In the fiscal 2012, centrifuge model tests concerning countermeasures for liquefaction inside 

embankment and for underseepage of levee were performed continuously from the fiscal 2011. In addition, field 

observation of water levels inside levees and precipitation at the sites where some countermeasures for seepage 

were installed has been continued. As the result, the followings were confirmed. 

1) Drainage at the landside toe of levee and seal on the riverside surface of embankment in the Aira river effected to 

reduce the water level inside the embankment during the flood. 

2) Effect to reduce uplift water pressure at the landside toe of levee in flood varies according to the type and the size 

of countermeasure.  

3) Effect to reduce the settlement of the top of the levee and the cracks on the surface of the levee varies according 

to the combination of countermeasures as well as the type and the size of countermeasures. 

Key words : levee, liquefaction inside embankment, countermeasure for liquefaction, countermeasure for 

underseepage, the 2011 Great East Japan Earthquake  

 

                                                    

 


